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いつもお世話になっております。
標記については、現在、各校で作業を進めていただいているところですが、選定に当たり注意していただきたいことが生起しておりますので、急ぎこのメールを送信いたします。

さて、平成２６年度使用教科用図書の選定及び報告については、
平成２５年５月２７日付け教委高１５７３号により、通知しているところです。

過日、東京都教育委員会は、
「実教出版株式会社の教科書『日本史Ａ（日Ａ３０２）』『日本史Ｂ（日Ｂ３０４）』を都立高等学校（都立中等教育学校の後期課程及び都立特別支援学校の高等部を含む）において、使用することは適切でないと考える」　との見解を示しました。

この教科書について、大阪府教育委員会の見解は以下のとおりとします。
見解
実教出版株式会社の教科書『日本史Ａ（日Ａ３０２）』『日本史Ｂ（日Ｂ３０４）』には、
【国旗・国歌法をめぐっては、日の丸・君が代がアジアに対する侵略戦争ではたした役割
とともに、思想・良心の自由、とりわけ内心の自由をどう保障するかが議論となった。
政府は、この法律によって国民に国旗掲揚、国歌斉唱などを強制するものではないことを
国会審議で明らかにした。しかし一部の自治体で公務員への強制の動きがある。】
という記述があります。

府教育委員会は、この記述について、一面的なものであると考えます。
それは、学習指導要領の趣旨や、平成２４年１月１６日の最高裁判決で、国歌斉唱時の起立斉唱等
を教員に求めた校長の職務命令が合憲であると認められたことに、全く言及がないからです。

また、府教育委員会としては、すでに通知している、平成２６年度使用高等学校用教科用図書選
定の手引き（「教科書選定に当たっての調査項目とその留意事項」の「地理歴史」）には
２ 選択・扱い
(3) 特定の事項・事柄を強調しすぎていたり、一面的な見解を十分な配慮なく取り上げてい
ないこと。
と示しています。

一方、文部科学省は、教科書検定に合格したこの教科書について、「検定上誤りとは考えられず、許容されるものである」という見解を示していることから、府教育委員会としては、一部の記述の
みをもって、この教科書の採択をしないとの結論まで至っておりません。
　
各学校においては、これらのことを踏まえ、校長の権限と責任のもと、選定理由を十分明確にし、適正に教科用図書の選定を行うよう、お願いいたします。
以上
なお、選定にあたって、ご相談等のある場合は、
高等学校課恩知参事または教務グループ柴首席までご連絡下さい。
それでは、よろしくお願いいたします。
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